
二 改善支援

（労務監査指摘事項）



04監査結果の分析

労務監査の結果は、労働

環境の改善策を講じるた

めの重要な基盤となりま

す。具体的には、改善点

を洗い出し、具体的な対

応策を立てることで、持

続可能な労働環境の構築

に繋がります。

03経営への影響

労務問題が経営に及ぼす

影響は大きく、適切な改

善がなされなければ、企

業ブランドの損失や法的

リスクが発生する可能性

があります。経営層は労

務監査を重視し、継続的

な改善を行う必要があり

ます。

02監査の目的

労務監査の主な目的は、

社内の法令遵守状況を把

握し、問題点を早期に修

正することです。また、

労務監査は経営リスクを

軽減し、企業の信頼性を

向上させる重要な手段で

もあります。

01労務監査とは

労務監査は、企業内の労

働環境や法令遵守状況を

確認し、潜在的なリスク

を発見するためのプロセ

スです。これにより、労

働条件の適正化やリスク

管理が可能になります。

労務監査は法令遵守と労働環境の改善に欠かせません。

労務監査の重要性と目的



労務監査後の改善支援は明確なステップに基づきます。

改善案の作成

各部門に適した具体的な改善
案を作成します。この際、コ
スト面や運用面も考慮し、自
社に合った最適なルールやシ
ステムを提案することが重要
です。

スケジュールの設定

改善項目ごとに具体的なスケ
ジュールを設定し、タスク管
理を行います。これにより、
各改善策の実施期限を明確に
し、業務を円滑に進めること
ができます。

改善項目の特定

労務監査で明らかになった改
善項目を特定します。このプ
ロセスでは、各部門の実態を
把握し、どのような改善が必
要かを確認することが重要で
す。

実務運用の確認

改善策が実施された後、その
運用状況を確認します。実務
運用での問題が生じた場合に
は迅速に対応し、改善策を見
直すことが不可欠です。

改善支援の流れ



未払い残業代の是正には明確なステップが必要です。

従業員調査

未申告の労働時間について従
業員への調査を実施します。
対面または書面により、全在
籍者および退職者にも聞き取
りを行い、正確な情報を収集
します。

解消策の実施

未払い賃金が今後発生しない
ための仕組みを整備します。
このプロセスでは、労働時間
の管理方法や申告のフローを
見直し、対策を講じます。

原因の確認

未払い残業代が発生した原因
を確認することが初めのステ
ップです。具体的には、時間
外労働の認識不足や管理体制
の欠如を明らかにします。

申告内容の確認

従業員からの申告内容をもと
に、労働時間の管理状況と照
合します。これにより、客観
的な労働時間の認識を構築し
、未払い賃金の正確な把握を
行います。

未払い残業代の改善手順



04制度運用の不完全
さ

専門業務型裁量労働制な

ど労働時間制度の運用に

おける誤りが問題を引き

起こすことがあります。

これにより、本来の労働

条件が守られないリスク

があります。

03管理監督者の誤運
用

管理監督者として扱われ

る従業員が不適切な権限

しか持っていない場合、

適切な労務管理が行えな

くなります。これが未払

い賃金の原因となるため

注意が必要です。

02計算誤り

割増賃金の算定基礎に含

まれるはずの手当が計算

から漏れることがありま

す。これにより、従業員

に対する不適切な賃金支

払いが生じ、法的リスク

を伴います。

01労働時間把握の不
備

労働時間が適正に把握さ

れていない場合、企業が

時間外労働を認識しない

ことが原因となります。

これにより、未払い残業

代が発生する危険があり

ます。

未払い賃金の問題を理解し、効果的に対処することが重要です。

未払い賃金発生原因の具体例



未払い残業代の発生原因を詳細に確認します。具体的には、時間外

労働が実際にあったにもかかわらず企業がそれを認識していない状

況を分析することが重要です。
Step1: 発生原因確認

明確な改善手順が未払い残業代の処理を円滑にします。

従業員との対面調査やアンケートを通じて、労働時間の未申告に関

する情報を収集します。全在籍者や退職者に対し、透明性を持って

実施することが必要です。
Step3: 従業員調査

労務監査を通じて確認された未払い賃金の原因を解消します。これ

には、労働時間管理の見直しや新しいフローの導入が含まれます。

将来のリスクを防ぐために不可欠です。
Step2: 原因の解消

改善手順の詳細（ステップ1〜3）



従業員からの申告内容を基に労働時間を確認し、適切に評価します。会社が使
用する管理システムと連携し、客観性のある確認プロセスが求められます。Step4: 労働時間確認

各ステップを確実に実施することで、未払い額を解消します。

確定した未払額を速やかに支払い、適切な方法で処理を行います。通常は賞与
に準じた一時金として支給するケースが多く、申告も重要です。

Step7: 支払の実施

従業員と清算確認書を交わし、清算額を確定します。この文書には清算条項が
含まれるため、法的な観点からも慎重な取り扱いが要求されます。Step6: 清算確認書作成

未払い賃金の清算対象範囲を特定します。管理監督者の取扱いや誤った制度運
用においても、明確にどれが対象になるのか精査することが必要です。Step5: 対象範囲特定

改善手順の詳細（ステップ4〜7）



改善手順をマニュアル化することで、効果的な運用が可能になります。

従業員教育

業務理解の促進のために、従
業員向けにトレーニングを実
施します。教育を通じて、改
善手順の運用を徹底し、労務
管理の質を向上させることが
必要です。

定期的な更新

法令や社内制度が変更された
際には、手順書を定期的に更
新します。変化に対応する柔
軟性を持たせることで、常に
最新の改善策が反映されます
。

手順書の作成

労務監査後の改善手順を文書
化して、全従業員に周知させ
ます。このマニュアルは、繰
り返し実施されるプロセスの
確認にも役立ちます。

チェック体制

改善手順の運用状況を監視す
るためのチェック体制を構築
します。誰が何を担当するの
か明確にし、責任の所在をは
っきりさせることが重要です
。

改善支援のマニュアル化



改善策が実施された後も、定期的に監査を行うことは非常に重要です。これに
より、労働環境が維持されているかどうかを評価し、市場の変化にも対応でき
ます。

定期監査の重要性

持続的改善を通じて、健全な労働環境を目指します。

経営層に対して、改善状況や成果を定期的に報告することが重要です。この報
告を通じて、施策の効果を可視化し、さらなる支援を得るための基盤を整えま
す。

成果報告

継続的な改善を実現するために、内外からのフィードバックを活用します。改
善策の評価を定期的に行い、新たな課題にも迅速に対応する体制を整えます。フィードバックの活用

労務改善は全社的な取り組みであり、経営層から現場までの意識が必要です。
ステークホルダー全員が目標に向かって協力して取り組むことが成功の鍵です
。

ステークホルダーの協力

今後の展望と計画


